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要  旨 

 

 第三世代波浪推算モデル WAM Cycle 5 では，波浪の発達・減衰に関するモデルパラメタを同化変

数とし，波浪観測値を同化させて波浪推算することができる．このデータ同化の基本特性を矩形海

域で調べた結果，背景誤差項を省略しても評価関数を最小化でき，観測値に一致する推算値が得ら

れた． 

次に，この波浪推算モデルをベースに，計算領域の境界における波浪スペクトルを同化変数とし，

4 次元変分法(adjoint 法)でデータ同化を行うモデルを構築した．このモデルの基本特性を矩形海域で

調べたところ，波浪スペクトルのように多くの同化変数を扱う場合には，背景誤差項を考慮しない

と評価関数を最小化できないことが分かった．データ同化に用いる観測値の地点数が多く，時間間

隔が短いほど，データ同化の効果は高くなった．また，評価関数に用いる背景誤差共分散行列には

非対角成分も考慮することが望ましいが，観測値が十分にあって評価関数の最小化が安定している

場合には非対角成分を無視できることも分かった． 

さらに，日本沿岸の 4 つの実海域で 5 つの擾乱に対し，NOWPHAS の観測値を用いてデータ同化

をした波浪推算を行うとともに，各地点の観測値が推算値に及ぼす影響度を評価した． 
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Synopsis 
 

The third-generation wave prediction model, WAM Cycle 5, can simulate ocean waves with the 
assimilation of the model parameters. The background estimation errors may be ignored through the 
minimization of the evaluation function value. 

The model for assimilating wave spectra on the boundary of a computational domain was devel-
oped in this study with the adjoint method (4-dimensional assimilation method). For the assimila-
tion of wave spectrum components at many computation grid points, the background errors should 
be counted in the evaluation function. It is preferable to take observed wave data at many ports at 
short interval time. The off-diagonal elements of the covariance matrix of the background errors 
should be taken into consideration for precise assimilation, however the elements may be ignored 
when the stable assimilation can be carried out with sufficient observed data. 

Ocean waves in four sea areas around Japan during five storms were simulated using wave ob-
servation data at NOWPHAS points. The effect of the observed data at each port on the final esti-
mation values was evaluated. 
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NOWPHAS 波浪観測データを同化させた波浪推算法の開発とその特性の検討 

1. はじめに 

 

1970 年代に始まった NOWPHAS（全国港湾海洋波浪情

報網，Nationwide Ocean Wave information network for Port 

and HArbourS）の整備によって，日本沿岸では多くの港

湾で沖合波浪が定期的に観測されるようになった．その

観測値は，各港湾における設計波の設定や海上工事の安

全性確保に貢献してきた．さらに，1990 年代から導入が

開始された海象計によって，有義波諸元だけでなく，波

浪スペクトルの高精度な観測も可能になっている．その

一方で，数値シミュレーションによる波浪推算技術も，

1990 年代から実用の段階に入った第三世代のモデルで

は，非線形相互作用を厳密に取り扱うことによって，有

義波諸元だけでなく波浪スペクトルまで正確に推算でき

るようになった．その中でも，K. Hasselmann や G. J. 

Komen を中心とする研究者の組織 WAMDI Group が開発

した WAM（WAve Model）は，今や世界で最も普及して

いる波浪推算モデルの 1 つである． 

このように波浪の観測技術と推算技術の両方が発展す

る一方で，気象や海洋の分野には「データ同化」という

新たな技術が導入されてきた．「データ同化」とは，ある

種の数学的な手法を用いて，観測値の持つ情報を数値計

算モデルに含まれる変数に付加することで，数値計算モ

デルの推算精度をさらに向上させる手法である．これは，

これまで培ってきた観測技術と推算技術の両方を結びつ

ける技術であり，観測技術と推算技術の両方が成熟して

きた段階でこそ意味を持つ技術といえる．この技術を波

浪推算にも導入すると，波浪観測を実施している港湾で

の波浪の推算精度が向上するだけでなく，そこの推算精

度が向上することで，波浪観測を行っていない港湾やそ

の周辺の海岸における波浪の推算精度まで向上すると期

待される． 

ところで，波浪推算モデル WAM の新しいヴァージョ

ンである Cycle 5（以下では「WAM-C5」と記す）では，

波浪の発達・減衰に関するモデルパラメタを同化させな

がら波浪推算を行うことができる． 

そこで本研究では，まず，この WAM-C5 の特徴をまと

めた．また，この波浪推算モデルをベースに，計算領域

の境界における波浪スペクトルを四次元変分法(adjoint

法)で同化させる波浪推算モデルも構築した（第 2 章）．

次に，単純な矩形海域に対し，モデルパラメタを同化変

数に選んだ場合と，波浪スペクトルを選んだ場合とにつ

いて，それぞれデータ同化の基本的な特性を調べた（第

3 章）．そして，日本沿岸の実海域を対象に，波浪スペク

トルを同化変数にして実際の擾乱時の波浪推算を行い

（第 4 章），NOWPHAS の各観測地点がその周辺海域の

波浪推算値にどれだけ寄与するか検討した（第 5 章）． 

 

2. データ同化型波浪推算法の開発 

本章ではまず，WAM-C5 の概要について，1 つ前のヴ

ァージョンである WAM Cycle4（WAM-C4）との相違に

も触れながら記す．そして，このモデルをベースに本研

究で開発した，波浪スペクトルを同化変数にする波浪推

算モデルについて記すとともに，観測値として用いた

NOWPHAS について記す． 

 

2.1 第三世代波浪推算モデル WAM-C5 

(1) 基礎方程式（エネルギー平衡方程式） 

 WAM-C5 には，WAM-C4 と同様に直交座標系と球面座

標系の 2 つ基礎方程式が用意されている．深海の条件で

流れのない場合を考えると，球面座標系で表した基礎方

程式は次式で表される． 

 ( ) ( ) ( ) SEEE
t
E

=
∂
∂

+
∂
∂

+
∂
∂

+
∂
∂ θ

θ
λ

λ
φφ

φφ
&&&cos

cos
1

   (2.1) 

ここに，E は波浪スペクトル，t は時刻，φ は緯度，λは

経度，θ は波向，S はエネルギーソース関数であり， 

 
R

Cg θ
φ

cos
=&         (2.2) 

 
φ
θ

λ
cos
sin

R
Cg=&         (2.3) 

 
R

Cg φθ
θ

tansin
=&         (2.4) 

と与えられる．ここに，Cg は群速度，R は地球の半径で

ある．式(2.1)のエネルギーソース関数 S は， 
 nldisin SSSS ++=                             (2.5) 

で与えられる．ここに，Sin は風から波へのエネルギー輸

送項，Sdis は砕波や海底摩擦などのエネルギー消散項，Snl

は非線形相互作用によるエネルギー輸送項である． 

 
(2) 風から波へのエネルギー輸送項 inS  

 WAM では，風から波へのエネルギー輸送項 Sin を， 
 EBS inin =           (2.6) 

によって与えている．ここに，Bin は風や波浪の状態に依

存する係数である．この式が示すように，WAMではMiles

の不安定機構の項を考慮し，Phillips の共鳴機構の項を無

視している．また，この式が示すように，波浪の発達を

波浪エネルギーに比例して与えているため，波浪スペク
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トルの初期値に 0 を与えると，周りから波浪が伝播して

来ない限り，その場所でいくら風が吹いても波浪は発生

しない．そこで，適切な初期値を与えている． 

 Miles の不安定機構には，Janssen (1989, 1991)の quasi- 

linear 理論が取り入れられている．この理論は，同じ風

場であっても海面の状態（波の立ち方）によって，風か

ら波へのエネルギー輸送量が異なることを定式化したも

のである．例えば，波齢の若い波は成熟した波よりも，

風から大きなエネルギー輸送を受ける．この理論による

と，式(2.6)中の係数 Bin は次式で与えられる． 
  2  XBin βεω=         (2.7) 

ここに，ω は角周波数，ε は大気の密度 aρ と海水の密

度 wρ の比 wa ρρ / である．また，β は次式で与えられる． 

 











>=

≤=

   
1                        0

1       )ln( 4
2

µβ

µµµ
κ
β

β m

　
       (2.8) 

ここに， 2.1=mβ ，κ はカルマン定数(=0.41)であり，パ

ラメタ µ は， 

 






Ω






=
Xc

U
m

κµ exp
2

*        (2.9) 

と与えられる．ここに，U*は摩擦速度，c は位相速度で

あり，Ωm は， 

 2
*

0

U
gz

m =Ω        (2.10) 

と与えられる．ここに，g は重力加速度，z0 は粗度長で

ある．また，式(2.9)の X は， 

 )cos(* ϕθ −






=
c

UX       (2.11) 

で与えられる．ここに，θ は波向，ϕ は風向である． 

海上における風速の鉛直分布は，一般に次式に示す対

数分布で与えられる． 

 







=

0

* ln)(
z
zUzU

κ
       (2.12) 

ここに，U(z)は高度 z における風速である．式(2.10)と

(2.12)の粗度長 z0は次式で与えられる． 

 
ττ

τα
/1

ˆ
0

wg
z

−
=        (2.13) 

ここに， 01.0ˆ =α ，τは全応力(＝ 2
∗Uaρ )，τw は波によ

る誘発応力で次式により与えられる． 

 ∫∫ −= θϕθωρτ dfdEBinww )cos(        (2.14) 

波による誘発応力 wτ と全応力τ との比τw /τは，急速に

発達しつつある波齢の小さな波浪に対して約 1 であり，

十分に成熟して波齢の大きな波浪に対しては約 0.5 であ

る．式(2.7)～(2.14)は，摩擦速度 U*と粗度長 z0 を未知数

とする陰関数表示になっているが，方程式系としては閉

じている．したがって，z=10m すなわち U10 を既知のパ

ラメタとしてこれらの式に適当な初期値を与え，逐次代

入法によって摩擦速度 U*や粗度長 z0 を求めることがで

きる． 

 なお，WAM では，波浪推算の計算時間を短縮するた

めに，波浪推算の過程で何度も必要となるパラメタの値

を色々な条件に対してあらかじめ計算し，数値表として

記憶しておき，波浪推算の過程で必要となったときにそ

の数値表にある値を内挿する処理をしている． 

 
(3) エネルギー消散項 disS  

 エネルギー消散項 Sdis は次式によって与えられる． 
 ES ddis )( γ−=        (2.15) 

ここに，γdはエネルギーの消散率である．WAM 以前の

波浪推算モデルでは，「風波のスペクトルが規定された

スペクトルまで発達するとそれ以上は発達できない（飽

和する）」と仮定することで，便宜的にエネルギー消散を

考慮していた．これに対し WAM は，Hasselmann (1974)

の白波理論に基づく Komen ら(1984)の理論を導入する

ことで，エネルギー消散を直接的に考慮している．この

理論では，高周波数領域で適切なエネルギーバランスを

得るために，次式で示すように白波による消散項に波数

の 2 乗（k2）の項を加えている． 

 ( ) 

















><
+

><
><><=

2
22

2
1

k
k

k
kEkCdisd ωγ   (2.16) 

 
1

11 ),(
−

−−





>=< ∫∫ θωθω dfdfEE      (2.17) 

 
2

2/11 ),(
−

−−





>=< ∫∫ θθ dfdkfEEk      (2.18) 

∫∫= θθ dfdfEE ),(　               (2.19) 

ここに，Cdis=4.5，E  は波浪スペクトルの全エネルギー，

k は波数，<ω>および<k>はそれぞれ平均角周波数および

平均波数である． 

 また，JONSWAP の経験式に基づいて，海底摩擦によ

るエネルギー消散 Sbf も次式で与えることができる． 

 E
kdg

CSbf

2

sinh 







−=

ω           (2.20) 

ここに，C=0.083 である．ただし，本研究では深海の条

件で波浪推算を行っているために，この項は無視される． 
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(4) 非線形相互作用によるエネルギー輸送項 nlS  

 非線形相互作用によるエネルギー輸送とは，波浪の非

線形性によって，波浪スペクトルを構成する各成分波間

でエネルギーのやりとりが行われる現象のことである．

ただし，成分波の間でエネルギーがやりとりされるだけ

で，全成分波を積分した波浪エネルギーの合計に変化は

生じない．そのため，非線形相互作用を考慮しても，ス

ペクトルを積分して求められる有義波高には直接的に影

響しない．ただし，スペクトル形が変化することで，式

(2.6)の風から波へのエネルギー輸送項や式(2.15)の白波

砕波などによるエネルギー消散項が変化するので，全成

分波を積分した波浪エネルギーや有義波高にも間接的に

影響が及ぶものと考えられる． 

 Hasselmann (1962)によると，非線形相互作用によるエ

ネルギー輸送項 Snl は次式で与えられる． 

 

( ) ( ){ } 32121434321

43214321

4144

)()(

),,,()(

kkk
kkkk

kkkkk 32

dddnnnnnnnn

QSnl

+−+×
−−+−−+×

= ∫∫ ∫
∞

∞

　　　　

・　　　　

　

ωωωωδδ

ω

 

(2.21) 

ここに，n(k)=E(k)/ωは波の作用密度(Wave Action)，積分

核関数 Q( )はスペクトル成分の結合係数，δ( )はデルタ

関数を表す．このデルタ関数は成分波間の共鳴条件を表

しており，以下の関係を満足する 4 つの成分波間で共鳴

が生じる． 

 
4321 ωωωωω +==+

+==+

a

43a21 kkkkk
                    (2.22) 

ここに，k は波数ベクトル，ωは角周波数，添え字 1～4

は 4 つの成分波を示す．図-2.1 はこれらの 4 つの成分波 

 

 

 

図-2.1 Longuet-Higgins による共鳴相互作用の図（Ma- 

suda，1980） 

の関係を波数空間上に図示したものである．成分波の進

行方向をθとすると， )sin,cos( θθ kk=k ， k=k である．

この図から，2 つの成分波（3 と 4）が決まれば残りの 2

つの成分波（1 と 2）は相互作用曲線（ .constnl =γ ）と呼

ばれる一つの曲線上に決まることが分かる．ここに， nlγ

は次式で定義されるパラメタである． 

 
2

1
2/1

−=
a

a
nl ω

γ
k

            (2.23) 

 式(2.21)の非線形相互作用によるエネルギー輸送項 Snl

は，式(2.22)の共鳴条件を満たす 4 つの成分波に対する積

分によって計算できるが，その成分波の組合せは無数に

存在するため，あらゆる組合せを波浪推算の過程で厳密

に計算するのは非常に困難である．そのため WAM では，

図-2.1の相互作用曲線の中心近傍にある代表的な 1点だ

けを考え，この点によって決まる 4 波の組合せを用いて

エネルギー輸送項 Snl を近似している．その 4 波の組合せ

は次式で与えられる．  

 

 

 

 (2.24) 

 

 
ここに， nlλ は角周波数の間隔を決めるパラメタであり，

0.25 が使われている．これらの式を用いると，式(2.21)

は次式のように書き換えられる． 
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(2.25) 

ここに， ω∆ ， +∆ω ， −∆ω はそれぞれ角周波数ω ， +ω ，
−ω の格子幅であり， nlSδ ， +

nlSδ ， −
nlSδ はそれぞれω ， +ω ，

−ω に対する波浪スペクトル E，E+，E-における非線形エ

ネルギー輸送の時間変化量， θ∆ は波向の格子幅，Cnl は

上記の近似法による結果が厳密に計算した値と合うよう

に調節するための無次元定数である．式(2.25)の左辺をあ

らゆる周波数と波向について合計すると，Snl が得られる． 

以上のように，無数にある4波共鳴の組合せを1組で代

表させて非線形エネルギー輸送を近似的に求める方法を

離散相互作用近似 (Discrete Interaction Approximation; 

DIA)と呼ぶ（Hasselmann and Hasselmann, 1985）．なお， 

( )
( )

o

o

o

m 6.33
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1
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4
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図-2.2 一次の風上差分スキームにおける格子の定義 

 

最近では，様々な形状の方向スペクトルに対して非線形

エネルギー輸送を精度良く近似するために，より適切な

パラメタ nlλ の設定や 4 波共鳴の組合せ数などに関する

検討も行われている． 

 

(5) 数値計算法 

WAM では式(2.1)のエネルギー平衡方程式を，右辺を 0

とした移流伝播方程式と，左辺を 0 とした発達・減衰方

程式の，2 つの式に分割してそれぞれを交互に解く，近

似的解法を採用している． 

 

a) 移流伝播方程式 

 WAM では移流伝播方程式の計算に 1 次の風上差分法

を用いている．これは，1 次の風上差分が最も単純かつ

安定したスキームであり，コンピュータの演算時間も短

く，メモリ容量も少なくてすむためである．WAM では

緯度・経度，あるいは東西・南北の 2 次元の移流伝播方

程式を用いているが，ここでは説明を簡単にするために

1 次元の移流伝播について示すと，その方程式は， 

 Φ
∂
∂

−=
∂
∂

x
E

t
       (2.26) 

と表される．ここに，Φ=CgE である． 

 図-2.2 に示す格子点の定義を用い，式(2.26)に風上差

分を適用すると，j 番目の格子点でのスペクトルの変化

率 jE∆ は， 

 ( )2/12/1 −+ Φ−Φ
∆
∆

−=∆ jjj x
tE       (2.27) 

 [ ] [ ] 12/1 2
1

2
1

++ −++=Φ jjjjjjj EvvEvv      (2.28) 

で与えられる．ここに， t∆ は時間間隔， x∆ は格子間隔，

vj=0.5(Cg, j+Cg, j+1)は平均群速度である． 2/1−Φ j は式(2.28)

の j+1/2 を j-1/2 に置き換えることで得られる． 

 

b) 発達・減衰方程式 

 WAM では発達・減衰計算に陰解法のスキームが用い

られている．陰解法のスキームは，陽解法のスキームに

比べて計算式は複雑になるが，時間差分を大きくとって

も比較的安定している．1 次元の陰的な差分式は， 

( )( ))()(1 1
*1*1
+

++ +−∆+= n
n

n
nnn uSuStEE αα     (2.29) 

と表される．ここに，Δt は時間差分，n は時間ステップ

であり，係数αは 0～1 の範囲内の値である．WAM-C4

ではα=1/2 が採用されたが，Hersbach and Janssen (1997)

は，波の応力の計算で数値的なノイズが生じ，α=1 を用

いればそれを抑えられることを明らかにした．その結果，

WAM-C5 ではα=1 が採用されている． 

 さて，ソース関数 Sn+1が波浪スペクトル En+1 に関して

線形の関数であれば，次の時間ステップのスペクトル

En+1 は式(2.29)から直接解くことができる．しかしながら，

全てのエネルギーソース関数がスペクトル En+1に関して

線形関数ではない．そこで，次式のように時間ステップ

n+1 のソース関数 Sn+1を Taylor 展開する． 

( ) ( ) ( )
L+∆

∂
∂

+=
+

++
+ E

E
uSuSuS

n
nn

n
n

n

1
*1

*
1

*1
         (2.30) 

さらに，この式を微分すると，得られる行列 Mn は，次

式のように対角行列 nΛ と非対角行列である残差行列 Nn

に分けることが出来る． 

).()()()( 1
*

1
*

1
*

1
* +++
+

+Λ==
∂

∂ n
n

n
n

n
n

n
n uNuuM

E
uS   (2.31) 

式(2.30)と(2.31)を式(2.29)に代入すると， 

( ) ( ){ }[ ] ( )( )1
*

1
*

1
*1 +++ ∆=∆+Λ∆− n

n
n

n
n

n uStEuNut     (2.32) 

となる．ここに， 

ΔE=En+1－En               (2.33) 

である．ところが，時間差分Δt が大きい場合を除くと，

式(2.32)において残差行列 Nn は無視できるほど小さい．

その結果，スペクトルの増分量ΔE は， 

( )( ) ( )[ ] .1 11
*

1
*

−++ Λ∆−∆=∆ n
n

n
n utuStE 　               (2.34) 

によって近似できる．これが WAM-C5 の波浪スペクトル

の発達・減衰方程式の差分スキームである． 

 WAM では通常，0.04～0.4 s-1の範囲の波浪エネルギー

をこのような差分スキームによって直接的に与えている．

ただし，高周波数のエネルギー変化の時間スケールは，

ピーク周波数付近に比べると短い．そのため，高周波数

領域のスペクトルは，それより低周波数領域のスペクト

ルに応じて，準平衡レベル状態に調整している． 

 

c) 方向スペクトル 

 WAM では，方向を KL 個，周波数を ML 個，合計 KL

×ML 個に離散化した波浪スペクトル E を用いている．

方向は 360 ﾟを等間隔で分割し，周波数は次式で示すよう

に対数に対して等分割している． 
( )MLnCff n

n ,,1,1
0min ⋅⋅⋅=×= −

　　　          (2.35) 
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ここに，fmin は最小周波数，C0 は周波数比である．周波

数の対数で分割する理由の一つは，少ない成分数でもピ

ーク周波数付近のスペクトル形を細かく表現し，高周波

の成分まで与えることができることにある．WAM のデ

フォルトとしては，周波数比率 C0=1.1，最小周波数 fmin= 

0.042 s-1，周波数分割数 ML＝25，方向分割数 KL＝12 が

設定されている． 

 なお，非線形相互作用の計算では，設定された最大周

波数 fmax( = fmin×C0
ML-1)よりも高周波数側のスペクトル

が必要となる．そのため，スペクトルに f- -5 乗則を仮定

して，次式のようなスペクトルを与えている． 

  

( ){ }.4,5.2max,min

),(),(

max

5

PMhf

hf
hf

hf

ffff

fffor
f
ffEfE

><=

>









=

−

　　θθ    (2.36) 

ここに，< f >は平均周波数，fPM は Pierson-Moskowitz ス

ペクトルのピーク周波数である． 

 

d) 波浪の発達の制限 

 これまで述べたような差分式で実際に波浪スペクトル

の計算を行うと，カットオフ周波数付近の高周波数成分

で数値が不安定になることがある．そのため，WAM で

は波浪スペクトルの増分ΔE に対する制限（リミッター）

を設けることで，安定した計算結果が得られるようにし

ている．しかしながら，WAM-C4 で空間的に細かな計算

格子や短い時間差分を用いると，波浪が十分に発達でき

ないなどの問題があることが示された（Hersbach and 

Janssen，1997）．そのため，WAM-C5 では以下のリミッ

ターに修正されている． 

tffugE c∆×=∆ −− 4
*

7
max

~100.3             (2.37) 

ここに， ( )fgfuu PM /,max~ *
** = であり， 3* 106.5 −×=PMf は無

次元の Pierson-Moskowitz スペクトルのピーク周波数を

表す． 

 

2.2 データ同化の方法 

 データ同化とは，ある種の数学的な手法を用いて，観

測値の持つ情報を数値計算モデルに含まれる変数に付加

することで，数値計算モデルの推算精度をさらに向上さ

せる手法である．その過程においては，背景誤差（例え

ば，波浪推算モデルによる推算値と真値の差）や観測誤

差（観測値と真値の差）をある種の数学的基準によって

最小化するように，数値計算モデルに含まれる係数（波

浪の発生・発達・伝播に関する様々な定数）あるいは変

量（波浪スペクトル）を修正する． 

このデータ同化の手法には，ナッジング，IAU，最適

内挿法，カルマンフィルタ，3 次元変分法，Adjoint 法（4

次元変分法）などがある．本研究では， 

① 任意の時間に対し連続的にデータ同化ができる． 

② 観測値と線形関係にない変数も同化変数に選べる． 

という条件を満たす手法の一つである，4 次元変分法を

採用した．港湾施設の設計や被災原因の究明では最大有

義波の諸元が重要となるため，滑らかに経時変化する推

算値が必要である．有義波などの諸元が，データ同化す

る時刻で跳躍的に変化する手法は実用的ではない．また，

WAM では非線形の演算をするため，②の条件も重要で

ある． 

 

(1) Adjoint 法（4 次元変分法） 

Adjoint 法は，観測値と線形関係にない変数を同化変数

に選べ，任意の期間に対し連続的に同化できる，データ

同化手法である．また，次式で示す評価関数を最小にす

る同化変数を推定するものである． 

)()(
2
1)()(

2
1)( 11 oobbJ yHxRyHxxxΒxxx −−+−−= −Τ−Τ  

 (2.38) 

ここに，右辺第 1 項は背景誤差項，第 2 項は観測誤差項

である．x はある時刻の波浪の状態を表す n 個の成分か

らなる同化変数ベクトル，xbはその第一推定値からなる

ベクトル，y0はその時刻の m 個の観測値からなるベクト

ルである．演算子 H は同化変数を観測変数に変換する観

測演算子であり，この変換には同化変数が定義された格

子から観測地点に対応する点への空間内挿も含まれる．

行列 B は背景誤差共分散行列，R は観測誤差共分散行列

と呼ばれ，第一推定値の誤差をΔxb，観測誤差をΔy0 と

すると，次式で定義される． 

)()(

)()(

>∆∆=<>∆∆=<

>∆∆=<>∆∆=<
o
j

o
iij

too

b
j

b
iij

tbb

R

B

yyyyR

xxxxB      (2.39) 

ここに，< >は期待値，上付きの添字 t は行列またはベク

トルの転置を表す．誤差共分散行列の対角成分は誤差分

散に等しく，非対角成分は誤差相関係数に比例する． 

一般に，評価関数 J(x)を最小にする x を解析的に求め

ることは不可能であり，繰り返し計算によって数値的に

求めることになる．その方法として降下法を用いる場合

には，評価関数の勾配， 

)()( 11 otb
xJ yHxRΗxxΒ −+−=∇ −−      (2.40) 

が必要であり，その計算には観測演算子の転置行列 Ht

を求めなくてはならない．この転置行列 Ht が接線形観測
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演算子 H の Adjoint 演算子 H*に相当するため，このデー

タ同化方法は Adjoint 法ともよばれている．本研究では，

波浪推算プログラムのソースコードから，Giering (1995)

による AMC (Adjoint Model Compiler)を用いて，評価関数

の勾配を計算するための Adjoint コードを作成した． 
 

(2) 背景誤差と観測誤差 

評価関数 J(x)は，式(2.38)に示したように，背景誤差共

分散行列 B と観測誤差共分散行列 R に左右される．背景

誤差とは第一推定値と真値の差であり，この大きさは対

象とする物理現象のスケール，数値計算モデルで再現で

きる物理過程や分解能（計算格子の大きさ）に依存し，

さらに対象とする海域や季節によっても異なる．空間的

に広い範囲で背景誤差の相関係数が高い場合には，それ

だけ同化の影響が広い範囲に及ぶことになる．背景誤差

にはこのような基本特性があるため，データ同化を行う

際には，背景誤差の大きさやその相関係数の空間的な分

布をあらかじめ把握しておく必要がある．さらに，観測

誤差の特性の把握も必要であり，これらがデータ同化処

理の性能を決定づける重要な要素となる． 

さて，背景誤差の分布はその標準偏差
ipσ と空間相関

ijpµ によって代表することができる．同様に，観測誤差

の分布もその標準偏差 ioσ と空間相関
ijpµ によって代表

することができる．ところが，実際のデータ同化の演算

において，これらの値を全ての観測地点や数値計算の格

子に対して扱うことにすると，膨大な記憶容量や演算時

間が必要となって非効率である．そこで，本研究では以

下の仮定をした． 
① 背景誤差は物理現象のスケール，数値計算モデルの

性質や分解能を反映した空間相関構造を持つ． 

② 観測誤差は地点ごと，また同じ地点における観測ご

とに独立である． 

③ ①②より，背景誤差と観測誤差の間には，統計的な

相関はない． 

また，波浪スペクトルなどの物理量自体は陸上地形や波

向などの影響を受けて方角による相関性があるが，観測

値と第一推定値の差（以下では「D 値」と記す）の相関

は方角にほとんど依存しないと考えられる．そこで， 

④ D 値の相関は「等方均質」である． 

と仮定し，背景誤差の空間相関を距離のみの関数で表す

ことにする． 

背景誤差の相関係数には，次式に示すローレンツ型の

相関モデルを適用する． 

21
1

ij

P
ij br+
=µ                  (2.41) 

ここに，rij は 2 点 i と j との距離である．また，b は相関

の及ぶ距離（背景誤差の空間スケール）を決定する量で

あり， brij /1= のときにμij
P=1/2 となるため，相関距離

または半値距離とよばれている．D 値は観測値と第一推

定値の差であり，観測誤差を無視した場合には背景誤差

と一致するため，「見かけ上の背景誤差」ともよばれてい

る．観測誤差が全くない場合に距離 rij=0 に対する相関係

数μij
P は 1 となるが，現実には観測誤差もあるため相関

係数μij
Pは 1 未満の値となる．そこで，距離 rij=0 の対す

る相関係数を a とすると，D 値の相関係数 *P
ijµ は，真の

背景誤差の相関係数μij
P を用いて以下のように表せる． 

P
ij

ij

P
ij a

br
a µµ =

+
= 2

*

1
              (2.42) 

この式の係数 a, b は観測値から求めることができる． 

D 値は真の背景誤差と観測誤差の和であり，観測値 Fio

と真値Fitの差，第一推定値Fipと真値Fitの差をそれぞれ， 

itioio FFe −=                               (2.43) 

itipip FFe −=                  (2.44) 

と表すと，D 値は， 

ipioipio eeFF −=−=D                 (2.45) 

であり，その分散は， 

( ) 222 2 ipipioioipio eeeeee +−=−          (2.46) 

となる．ここで，「背景誤差と観測誤差の間には，統計的

な相関はない」という仮定から，右辺第 2 項の共分散は

ゼロになる．つまり，D 値の分散は真の背景誤差の分散

と観測誤差の分散との和で表される．このことは，「空間

相関を持つ背景誤差が支配的な場合には，近隣の D 値相

関が大きくなるため，距離 rij=0 での相関 a は大きい．」

ということを意味する．D 値の分散は背景誤差分散
ipσ と

観測誤差分散 ioσ の 2 乗和であり，それぞれ a，(1－a)で

ある．したがって，観測と背景誤差の比λは， 

a
a

ip

io
i

−
=










=

1
2

2

σ
σλ                          (2.47) 

で与えられる．この比率は誤差比とよばれ，同化処理に

おける観測データの相対的な信頼度を表すものである． 

以上のことから，真値を求めることなく， 

① 背景誤差標準偏差 aip =σ  

② 観測誤差標準偏差 aio −= 1σ  

③ 背景誤差空間相関 )1/( 2braijp +=µ  

④ 観測誤差空間相関 0=ijoµ  

の 4 つを決定できる．ただし，D 値から取り出すことの
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できる情報は，背景誤差空間相関を決定した段階で決定

し，観測網の代表的な空間スケールに依存する． 
本研究では時刻に対する同化を行うため，時間差に伴

う誤差相関γを指数関数， 
Tac∆=γ                                   (2.48) 

によって与えた．ここに，ΔT は時間差である．その結

果，距離 rij と時間差ΔT の両方を考慮した背景誤差の相

関係数は， 

T

ij

P
ij c

br
a ∆

+
= 2

*

1
µ                           (2.49) 

で与えられる． 

なお，背景誤差共分散行列の対角成分のみ考慮する場

合には，非対角成分は零（即ち誤差相関がないことを示

す）とし，評価関数の背景誤差項に観測誤差分散と背景

誤差分散の比（誤差比） aa /)1(2 −=λ を乗じることによ

り適切な重み付けをした． 

 
(3) 降下法による評価関数の最小値探索 

 Adjoint 法では，制約なし非線形最適化手法を用いて評

価関数 J(x)を最小にする x を求める．制約条件なしの非

線形最適化では，最小点を数値的に求める手法として，

ある初期点から出発して評価関数 J(x)の値を次々に（単

調に）減少させるような En の点列，すなわち 

( ) ( ) ( )LL lJJJ xxx >>> 21               (2.50) 

を満たす点列｛ ιx ｝を系統的に生成する方法を用いる．

これを降下法といい，現在の点 xl において，まず方向ベ

クトル dl を決定し，次にステップ幅αl（>0）を定め， 

L,2,11 =+=+ lllll dxx α                    (2.51) 

によって次の点 xl+1を求める．このとき J(xl+1) < J(xl)で

ある必要があるので，方向ベクトル dl は 

)()( llll JJ xdx <+α                           (2.52) 

を満たすものでなければならない．このような方向ベク

トル dl を xl における降下方向という．また，ステップ幅

αl は，J(xl+αdl)がαに関して最小になるように 1 次元

探索問題 

)()(min
0

ll

a
J dx ααφ +=

>
                       (2.53) 

を解くことで求められる． 

このアルゴリズムの収束性は，大域的収束性と局所的

収束性の 2 つに分けられる．大域的収束性とは「有限の

反復回数で最適解 x*が得られる」もしくは「任意の初期

点から出発しても x*に収束する」ことをいう．一方，局

所的収束性とは「初期地点を x*の十分近傍に選べば x*に

収束し，離れたところに選べば他の値に収束する」こと

である．なお，ある定数 p>1, c>0 と整数 0≥ιl に対して， 

',**
1 llc

p

l l
≥∀−≤−+ xxxx             (2.54) 

が成り立つとき，点列{xl}は x*に p 次収束するという．

ここで， は，norm を表す． 
 方向ベクトル d の選び方には様々な方法が考えられる

が，目的関数の近似関数を局所的に最小化する必要があ

る．その近似関数としては，1 次モデルと，2 次モデルが

よく用いられている． 

 1 次モデル 

dxxdx TJJJ )()()( ∇+≅+ αα               (2.55) 

2 次モデル 

 dxddxxdx )(
2

)()()( 2JJJJ
T

T ∇+∇+≅+ αα    (2.56) 

1 次モデルに基づいた方法には最急降下法，2 次モデル

に基づいた方法にはニュートン法がある．一般に，目的

関数に関する情報を多く用いる手法はそれだけ少ない繰

返し回数で最小点へ到達できるが，次の点の検索に必要

な計算時間は増加する． 

 さて，大局的収束性を保証するためには，k 回目の近

似解 xlで探索方向 dlが目的関数の値を下げる方向である

必要がある．J(x)を微分可能として 

0)()(lim
0

<∇=
+

+→
dxdx J

t
tJ ll

t
                (2.57) 

を満たす必要があり，方向ベクトル d が 
0)( <∇ dxJ                                 (2.58) 

を満たせば x における降下方向となる．このように導関

数を利用した降下方向 dl は一般に 

)( lll J xAd Τ∇−=                            (2.59) 

と表される．行列 Al は降下法の手法によって定数行列の

ときもあり，xl, ( )lJ x∇ , ( )lJ x2∇ などに依在することも

ある．勾配ベクトル ( )xJ∇ は J(x)の最急上昇方向である

ので， 
)( ll J xd Τ−∇=                               (2.60) 

は式(2.58)を満たす最急降下方向であり，式(2.59)の At が

単位行列のときである．式(2.58)を満たす式(2.59)の形式

の降下方向 d が与えられたとき，関数 
0)()( >+= αααφ dxJ                   (2.61) 

の最小値を求める 1 次元探索問題を解いて，ステップ幅

αを決定する．この問題を数値的に解く手法としては，

以下の 2 つが実用的である． 
①Armijoの基準： 10 << ξ を満たす定数ξ に対して以

下の条件を満たすα>0を選ぶ． 

   ( ) ( ) ( ) lllll JJJ dxxdx ∇+≤+ ξαα          (2.62) 

②Wolfeの基準： 10 21 <<< ξξ を満たす定数 1ξ ， 2ξ に

対して，以下の条件を満たすα>0を選ぶ． 
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lllll

lllll

fJ

JJJ

ddxdx

dxxdx

)()(

)()()(

2

1

αξ

αξα

+∇≤∇

∇+≤+          (2.63) 

降下法で計算を終了する条件（停止基準）としては，次

のものがある． 
①最小点では ( ) 0=∇ xJ であるから，以下の条件が満

たされれば終了する． 

 
1)( ε<∇ lJ x                             (2.64) 

ここでε1>0 は与えられた許容値である． 

②評価関数 J の変化量がある許容量ε2以内，すなわち 

  
2

1 )()( ε<−+ ll JJ xx                       (2.65) 

という条件が数回（本研究では 3 回）続けて満たさ

れたとき終了する． 

 

(4) 降下方向の決定 

降下方向を求める手法には，最急降下法，ニュートン

法，準ニュートン法，共役勾配法がある．本研究ではそ

のうち準ニュートン法を用いた． 

 

a) 最急降下法 

最急降下法は，xl の近傍で f (xl)を最も急速に減少させ

る方向を降下方向に選ぶ方法である．式(2.53)に示した 1

次元探索問題の最小値が正確に求められると 

( ) 0=+∇=
=

llllf
d
d

l

ddx α
α
φ

αα

      (2.66) 

となる．方向ベクトル dl は ( )1+∇ lT f x に直交し，新しい

方向ベクトル ( )11 ++ −∇= lTl f xd はこれまでの全ての方向

ベクトル dl と直交する．つまり，最急降下法は，等高線

が超球（2 次元ならば円）となるような関数に対しては，

1 回で最小点に到達できるが，等高線が偏心した一般の

関数に対しては方向ベクトル ( )lTl f xd −∇= が必ずしも

f(x)の最小点を指さない．そのため，最小点の近傍におけ

る探索はジグザグとなって，効率的ではない． 
 

b) ニュートン法 

 ニュートン法は，十分滑らかな非線形関数の最小値を

探索するためによく使われている方法である．次式のア

ルゴリズムによって，評価関数の最小点を反復法によっ

て求める． 
),2,1,0()()( 1

1 L=∇′′−= −
+ kJJ kkkk xxxx        (2.67) 

ここに，J''(x)は次式で定義される評価関数 J(x)のヘッセ

行列である． 

[ ]
ji

ij xx
JJ
∂∂

∂
=′′

2

)(x                            (2.68) 

)()()( 111 o
xJ yHxRΗΗRΗΒx −∇++=′′ −Τ−Τ−    (2.69) 

ヘッセ行列は対称行列であり，評価関数の極小点の近傍

では正定値になる．式(2.67)において，x0 には第一推定値

xbを用いる．評価関数が x の 2 次関数の場合には，1 回

の反復で最小点に到達することができる． 

 

c) 準ニュートン法 

 ニュートン法で降下方向を決めるためには，ヘッセ行

列を計算し，さらにその逆行列を求めなければならない．

この方法を 4 次元変分法に導入すると非常に煩雑な計算

となる．この問題を解決する一つの方法として準ニュー

トン法がある．準ニュートン法では，ヘッセ行列の近似

逆行列 Gkを，途中までの反復計算で得られた勾配などの

情報から構成する．その一般的なアルゴリズムは，次式

で与えられる． 

)(1 kkkkk J xGxx ∇−=+ α                      (2.70) 

kkk CGG +=+1                              (2.71) 

ここに，αkは，J(xk+1)が J(xk)より十分小さくなるように

適切に定められる正の実数である．また，Gkが正確な逆

ヘッセ行列で，αk =1 とすれば，ニュートン法と一致す

る．G0 には単位行列など適当な正定値対称行列を与え，

Ck は次式を満たす低階数の更新行列である． 
[ ] kkkkk JJ xxxxG −=∇−∇ +++ 111 )()(              (2.72) 

評価関数が 2 次関数であれば，この式は正確な逆ヘッセ

行列に対して厳密に成り立つ．最良とみなされている更

新法は，BFGS 公式 

kk

kk

kk

kk
k

kk

kk
k Ρq

ΡΡ
Ρq
ΡqΙG

Ρq
qΡΙG Τ

Τ

Τ

Τ

Τ

Τ

+ +







−








−=1

           (2.73)  

に従って近似逆ヘッセ行列を更新していく．ここに，I

は単位行列であり，Pkと qk は， 

kkk xxΡ −= +1                               (2.74) 

)()( 1 kkk JJ xxq ∇−∇= +                     (2.75) 

で与えられる．この近似法は逆ヘッセ行列の正定値対称

性を保存する．また，評価関数が 2 次関数で，かつ式(2.70)

式のαk として J(xk+1)を最小にする値が選ばれているな

らば，有限の反復回数で正確な逆ヘッセ行列に収束する． 

 

(5) チェックポイント法 

データ同化の評価関数 J(x)を最小化するためには，式

(2.40)にある観測演算子の転置行列 Ht を求める必要があ

り，そのためには時間を遡った演算が必要になる．この

演算をアジョイントランといい，通常の時間に沿った演

算であるフォワードランで得られた基本場（例えば，波

浪スペクトルなどの値）を用いて実行する．このフォワ

- 14 -



NOWPHAS 波浪観測データを同化させた波浪推算法の開発とその特性の検討 

 

ードランの計算には非線形性を含んでいるのが一般であ

る．したがって，アジョイントランを行うためには，フ

ォワードランの各タイムステップにおける基本場の非線

形性も保存しておく必要がある． 

ところが，波浪推算では一般に数日間またはそれ以上

の期間について演算するため，その最初の時刻から最後

の時刻までの全ての計算ステップの値を保存することは，

現実的には不可能である．そこで本研究では，WAM-C5

でも取り入れられているチェックポイント法を採用した． 

チェックポイント法の概念を図-2.3 に示す．積分時間

全体（時刻 t=t0～t3）を t∆ ごとに分割し，矢印の方向に

向かって演算を行い，それぞれの演算を終えたときに再 

 

 

 

図-2.3 チェックポイント法 

 

 

 

 

図-2.4  NOWPHAS 観測地点 

スタート用のファイルを作成する．基本場は最後の演算

に対してのみ保存する．この様にして，①,②,③,④,⑤,

⑥,⑦,⑧の順に演算を行う．このとき，積分時間全体のタ

イムステップ数を n，各チェックポイント間のタイムス

テップ数を nc，フォワードランの実行時間を Tf，アジョ

イントランの実行時間を Tad とすると，必要なメモリレ

コード数 reは 

c
c

e n
n
nr +=                   (2.76) 

であり，計算時間 Tcは 

f
c

c
fadc T

n
nTTT 1−

++=             (2.77) 

となる．また，計算の効率という観点から最適なチェッ

クポイントの時間間隔は 

ann optc /=                 (2.78) 

で与えられる．ここに，a は計算ステップごとに必要な

メモリ容量と再スタートファイルのメモリ容量の比であ

る．本研究で行う波浪推算の積分期間は 6～24 時間であ

り，これに適したチェックポイント時間間隔は 2.4～5.0

となる．そこで，本研究では一律 3 時間とした． 
 

2.3 NOWPHAS 波浪観測網 

 NOWPHAS（全国港湾海洋波浪情報網，Nationwide 

Ocean Wave information network for Port and HArbourS）で

は，図-2.4 に示すように，全国各地で波浪観測を行って

いる．波浪観測地点は増加しつつあり，太平洋や日本海

など外洋に面した地点の他，東京湾，伊勢湾，瀬戸内海

など内湾にも設置されている．その設置水深は，少なく

とも地形性砕波は生じず，沖波（深海波）の条件に比較

的近いものになっている．波浪の観測機器はかつては水

圧式のものが主流であったが，方向スペクトルを精度良

く観測できる超音波式の波高計である海象計への置き換

えが進んでいる．全ての観測地点において少なくとも毎

偶数時に定時観測が行われており，一部の地点では連続

観測も行われている．観測している元のデータは 0.5s 間

隔の水位であり，そのデータから方向スペクトルや有義

波諸元などが港湾空港技術研究所において一括して解析

されている． 

本研究では，太平洋や日本海に面した観測地点で観測

された毎偶数時の波浪データを用いた． 
 

3. 同化変数と評価関数がデータ同化に及ぼす影響 

データ同化の基本的な理論は第 2.2 節で述べた通りで
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あるが，同化変数の選び方，観測誤差項と背景誤差項と

で構成される評価関数の推定方法，観測データの時空間

密度によって，データ同化を行った波浪推算の結果は異

なるものと考えられる．そこで本章では，波浪の発達・

伝播・減衰に関するモデルパラメタを同化変数に選んだ

場合と，計算領域の境界上の波浪スペクトルを同化変数

に選んだ場合とについて，単純な矩形海域に対するデー

タ同化実験を行うことで，データ同化型波浪推算モデル

の基本特性を調べた． 

 
3.1 モデルパラメタの同化 

(1) データ同化実験の方法 

Hersbach (1998)は，WAM-C5 を基本に，これに含まれ

る波浪の発達・伝播・減衰に関する 9 個のモデルパラメ

タを同化する波浪推算モデル ADWAM (Adjoint WAM)を

開発した．そのモデルパラメタの種類と初期値を表-3.1

に示す．これらの初期値は，データ同化をしない通常の

波浪推算でデフォルト値に使われているものである．

ADWAM では，同化するモデルパラメタの数が 9 個と少 

 

表-3.1  WAM-C5 の同化変数に採用されているモデル

パラメタ 

 

 通番 変数名 初期値 関係する物理現象
1 CJONSWAP 0.038 海底摩擦によるエネルギー消散
2 NLREF 1 非線形エネルギー輸送の効率
3 DREF 0.5 エネルギー消散
4 CREF 9.4×10-5 エネルギー消散
5 POWER 2 エネルギー消散
6 DBETAMA 1.2 エネルギー消散
7 DZALP 0.011 風によるエネルギー供給
8 DALPHA 0.01 風によるエネルギー供給
9 DKAPPA 0.41 風によるエネルギー供給  

 

広領域（狭領域の境界値を作成） 

狭領域（データ同化実験地形） 

陸域         海域 

Stn.1 

Stn.3 

Stn.2 

 
 

図-3.1 データ同化実験に用いた矩形海域 

ないため，評価関数では背景誤差項を無視して観測誤差

項だけを考慮している． 

本研究では，この ADWAM の特性を調べるために，デ

ータ同化に用いる波浪の観測値を意図的に変化させて，

データ同化によるモデルパラメタの値の変化を調べた． 

このデータ同化実験に用いた計算領域を図-3.1 およ

び表-3.2 に示す．広領域は緯度，経度とも 0.25 ﾟ間隔で

計算格子を配置したものであり，狭領域の境界線上の波

浪スペクトルを求めるために用いる．狭領域ではその境

界値をもとに領域内の波浪スペクトルを推算する．両領

域で 10m/sの一様な東風を 0～12時の 12時間連続して与

えると，Stn.1 の有義波高は 196cm に達する． 

そこで，表-3.3 に示すように Stn.1 の 6 時と 12 時の観

測値として，Case 1 では 196cm の 0.9 倍である 176cm，

Case 2 では 1.1 倍の 216cm をそれぞれ与え，狭領域内だ

けでモデルパラメタの同化を行った．各モデルパラメタ

の初期値は表-3.1 に示した WAM-C5 のデフォルト値と

した． 

 
(2) データ同化実験の結果 

データ同化を行った場合の Stn.1 における波浪推算値

を表-3.4 に示す．Case 1，Case2 ともに，データ同化し

て得られた最終推定値は観測値に完全に一致した．この

ような一致は，データ同化によってモデルパラメタの値 

 

表-3.2 矩形海域の波浪推算の条件 

 

広領域 狭領域
計算領域 全体　21×21 全体　7×11
（格子数） 海域　16×16 海域　5×11
格子間隔

積分時間間隔
水深
風場

項目

東一様風（10m/s）

10分
0.25°

計算諸元

深海条件

 
 

表-3.3 データ同化実験で与えた観測波浪 

 

観測時間
間隔（時間） 6時 12時

1 Stn.1 6,12 6 176 176
2 Stn.1 6,12 6 216 216

Case 観測地点観測時刻（時）
観測波高（ｃｍ）

 
 

表-3.4 データ同化で得られた波浪推算値 

 

6時 12時 6時 12時
1 196 176 176 176 176
2 196 216 216 216 216

最終推定値(cm)
Case 初期推定値

観測波高(cm)
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0.7

0.8

0.9

1

1.1

1.2

1.3

1 2 3 4 5 6 7 8 9

モデルの物理パラメータ（番号）

変
化

の
倍

率
（
倍

）

Case 1

Case 2

 
 

図-3.2 データ同化によるモデルパラメタの変化 

 

表-3.5 対象とした擾乱 

 

年 月 日 時 年 月 日 時 年 月 日
1 2000 2 6 0 2000 2 12 0 2000 2 8 低気圧
2 2000 3 14 0 2000 3 20 0 2000 3 16 低気圧
3 2000 7 6 0 2000 7 11 0 2000 7 8 台風
4 2000 8 14 0 2000 8 21 0 2000 8 17 台風

Case
期間

ピーク
原因開始 終了

 
 

表-3.6 ローレンツ型モデルのパラメータ推定値 

 

a b c
1 0.602 1.71×10-5 0.967

2 0.731 1.39×10-5 0.986

3 0.793 1.42×10-5 0.979

4 0.717 1.86×10-5 0.974

全体(平均) 0.711 1.60×10-5 0.976

係数
Case

 
 
が図-3.2 に示すように修正されたためである．モデルパ

ラメタの値の変化は，観測値を意図的に小さくした Case 

1 と大きくした Case 2 とで対称的になっている． 

したがって，波浪推算値が観測値と一致するように，

モデルパラメタは適切に同化されており，ADWAM の動

作は妥当であるといえる．また，モデルパラメタを同化

変数に選択すれば，同化変数が少ないため，比較的少数

の観測データでも適切なデータ同化が可能であることが

分かる． 

 

3.2 観測誤差と背景誤差の設定 

(1) データ同化実験の方法 

波浪推算でデータ同化を行う場合，前節で述べたよう

にモデルパラメタを同化変数に選ぶ方法の他に，計算領

域の境界上の波浪スペクトルを境界値を同化変数に選ぶ

方法もある．その場合には同化する変数が非常に多くな

るため，モデルパラメタを同化するときのような観測誤

差項だけの最小化では同化変数を適切に特定できず，背 

(a)空間誤差共分散

(b)時間誤差共分散

 
 

図-3.3 背景誤差共分散の解析例 

 

景誤差項を含めた評価関数を設定する必要があると考え

られる． 

そこで，評価関数を求める際の背景誤差と観測誤差の

設定について検討した．その検討には後出の図-4.1 に示

す東北～関東沿岸の海域を用い，表-3.5 に示す 4 つの気

象擾乱を対象とした．波浪推算の諸条件は表-4.1 の通り

である． 

 

(2) データ同化実験の結果 

Case 1 の推算結果から得られた同時刻の空間背景誤差

と同地点の時間背景誤差の相関係数を図-3.3 に示す．実

線は最小自乗法で式(2.49)にあてはめた結果である．それ

ぞれの Case における係数 a, b, c の値は表-3.6 のように

なり，a =0.771，誤差比λ2 = 0.406 であった．Adjoint 法

によるデータ同化では同化変数の推定値が誤差比λ2 に

依存する．この例では観測誤差の分散が背景誤差の分散

の約 0.4 倍の条件で同化変数が推定されることになる． 

なお，以下の検討では，背景誤差共分散行列にローレ

ンツ型を用いる場合には式(2.49)と表-3.6 の平均値を用

い，対角行列を用いる場合には観測誤差と背景誤差の重

みを考慮し，単位行列に誤差比λ2 を乗じた行列を用いる

こととした． 
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表-3.7 スペクトル境界値のデータ同化実験ケース 

 

観測時間
間隔

1 Stn.1 12時 12 L
2a Stn.1  6,12時 6 L
2b Stn.1 6,12時 6 D
3 Stn.1  4, 8,12時 4 L
4 Stn.1  3, 6, 9,12時 3 L
5 Stn.1  2, 4, 6, 8,10,12時 2 L
6 Stn.1  2, 4, 6, 8,10,12時 2 D
7 Stn.1,2,3  2, 4, 6, 8,10,12時 2 L
8 Stn.1,2,3  2, 4, 6, 8,10,12時 2 D

Lはローレンツ型，Dは対角行列を示す．

Case
背景誤差共分
散行列の種類

観測地点 観測時刻

 

 

3.3 スペクトル境界値の同化 

(1) データ同化実験の方法 

図-3.1 の狭領域の境界上における波浪スペクトル（以

下では「スペクトル境界値」と記す）を同化変数とし，

観測値としては Stn.1 の 1 地点だけの有義波高を与えた

場合と Stn.1～3 の 3 地点の有義波高を与えた場合につい

て，データ同化実験を行った．観測値を与える地点や時

刻，背景誤差共分散行列の種類の組合せは表-3.7 の通り

である．Case 1, 2a, 3, 4, 5 は観測地点を 1 つとし，データ

同化に用いる観測値の間隔や個数，Case 2a, 2b は背景誤

差共分散行列の種類，Case 5, 7 および 6, 8 は観測地点の

数による比較をするために設定した条件である．また，

波浪推算の諸条件は表-3.3 と同じであるが，スペクトル

境界値の変化に着目するために無風とした．データ同化

をしない通常の波浪推算では Stn.1 で有義波高が 156cm

になるが，観測値は 147cm を与えた． 

ところで，背景誤差項を無視した評価関数でも同じよ

うなデータ同化実験を行ったが，評価関数の最小化の計

算が発散して同化することができなかった．モデルパラ

メタのように同化変数が少ない場合には背景誤差を無視

した評価関数でも効率的にデータ同化できるが，スペク

トル境界値のように同化変数が多い場合には背景誤差を

考慮する必要がある． 

 

(2) データ同化実験結果 

Case 1～4 の Stn.1 の位置におけるデータ同化された波

高の推算値の時系列を図-3.4 に示す．いずれの Case で

もデータ同化後の推算精度は向上している．D 値（第一

期推定値と観測値との差）は 9cm であったが，同化によ

って推算値と観測値の差は 1～3cm まで小さくなってい

る．このデータ同化による推算値の変化量は，第 3.2 節

で得た誤差比λ2 = 0.406 から考えられる変化量にほぼ対

応しており，適切なデータ同化が行われたものと推察さ

れる． 
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図-3.4 同化方法による波高の時系列の比較 

 

Case 1～4 の比較から，データ同化に用いる観測値の数

が多く時間間隔が短いほど，推算値はスムーズに観測値

に近づいていることが分かる．Case 4 では，同化時刻以

外でも同化時刻の推算値と同じ値が推算されている． 

Case 2a と 2b の推算値の差は小さいが，例えば 9 時で

は Case 2a よりも 2b の推算値が小さく，背景誤差共分散

行列の違いが現れている． 

図-3.5 の a)は，通常の波浪推算法によって得た波高分

布であり，ここではこれを真値の分布であると仮定する．

b)は計算領域の境界の波浪スペクトルを意図的に変化さ

せて，通常の波浪推算法によって得た波高分布であり，

これを初期推定値と仮定する．そして，c)～f)は Case 5

～8 の条件でデータ同化した場合の推算値の分布を示す．

c)と d)に見られるように，1 つの観測地点で同化した場

合には，その観測地点の近傍で局所的に同化される．そ

れに対し，e)と f)のように 3 つの観測地点で同化した場

合には，3 つの観測地点の近傍だけでなく，比較的広い

範囲に同化の効果が現れている． 

また，c)と d)，e)と f)をそれぞれ比較すると，背景誤

差項にローレンツ型モデルを用いて空間的な誤差相関を

考慮した c)と e)において，同化の効果が広く及んでいる． 
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図-3.5 同化方法による波高分布の比較（数値は有義波高，単位は cm） 

 

したがって，適切なデータ同化を行うためには，ローレ

ンツ型モデルを用いた背景誤差共分散行列のように，非

対角成分が 0 でない共分散行列を用いることが望ましい．

その一方で，背景誤差共分散行列に対角行列を用いると，

記憶容量と計算時間の面で経済的である．また，観測値

の数が多い場合には，評価関数の最小化における収束計

算も安定している．以上のことから，対角行列が適用で

きる範囲も広いと考えられる． 

 

4. 実海域に対する数値実験 

 前章で述べた矩形海域におけるデータ同化実験の結果

を踏まえ，実海域でスペクトル境界値を同化変数に選ん

だデータ同化実験を行った． 

その計算領域や波浪推算の諸条件を表-4.1 および図

-4.1 に示す．まず広領域で通常の波浪推算を行って狭領

域のスペクトル境界値を推算し，狭領域ではこれを初期

値として同化を行った．狭領域としては東北日本海，山

陰日本海，東北太平洋，南海太平洋の 4 つの海域を設定

しており，それぞれの狭領域に含まれる NOWPHAS の観

測値を用いて評価関数を計算し，評価関数が最小となる

ようにスペクトル境界値を補正することで，観測地点に

おける推算値を観測値に近づけた．ただし，山陰日本海

領域の境港，東北太平洋領域の釜石は，ともに観測位置

が岬の遮蔽域に位置しており，ここで設定した地形の解

像度ではこれらの地点の波浪の再現が困難であるため，

評価関数の推定では除外した． 

対象とした擾乱を表-4.2 に示す．これらは，2002 年ま

たは 2003 年において，ピーク時に欠測のない擾乱を選ん

だものである．ピーク時以外に欠測がある場合には前後

の観測値によって補間し，各観測地点で 2 時間間隔の観

測値を作成した． 

データ同化を行うためには，その時の風場に対応した

波浪を初期条件として与える必要があり，そのための助

走期間として同化期間の前に 2 日間を設けた．また，同

化された境界スペクトルの主要成分が観測地点に到達す

るまでの伝播時間として，さらに 6 時間の助走期間を設

けた． 

 

4.1 同化変数の選択 

 本研究では，狭領域のスペクトル境界値を同化変数と

し，次式で示すコントロール変数 Xc （データ同化によっ

て実際に修正される変数）をスペクトル値に乗じること

でデータ同化を行った． 
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表-4.1 波浪推算の条件 

 
 広領域 狭領域 

目的 狭領域のスペクト

ル（境界値を作成） 
広領域で推定したスペクト

ル（境界値を観測値で同化）

東北日本海 138.5-140.5°E, 38.5-43.0°N
山陰日本海 131.0-137.0°E, 34.0-37.5°N
東北太平洋 140.0-143.0°E, 35.5-41.5°N
南海太平洋 

115.0-170.0°E, 
15.0-63.0°N 

131.0-136.5°E, 32.0-34.0°N
格子間隔 0.5° 0.25° 

25 
周波数分割数 

f(1)×1.10(I-1)（f(1)= 0.04177248） 
方向分割数 16 

積分時間間隔 10 分 
水深 深海条件 
風場 ECMWF/TOGA の海上風データ（格子間隔 0.5°）

 

広領域

狭領域

狭領域

 

 

図-4.1 狭領域の範囲とデータ同化に用いる観測地点 

 

表-4.2 対象とした擾乱 

 

 助走期間を含む同化期間 期間
擾乱の

種 類
海

域
ケース

年 月 日 時 月 日 時 時間  
Case1 2003 1 4 6 1 7 6 78 冬型

Case2 2003 9 13 0 9 15 0 48 台風

Case3 2003 11 21 6 11 23 18 60 冬型

Case4 2003 3 6 6 12 8 12 54 冬型

1

東 
北

日

本

海 Case5 2003 12 19 6 12 21 18 60 冬型

Case1 2003 2 19 6 2 21 18 60 低気圧

Case2 2003 9 12 6 9 14 18 60 台風

Case3 2003 10 12 6 10 14 12 54 低気圧

Case4 2003 11 21 0 11 23 12 60 冬型

2

山 
陰

日

本

海 Case5 2003 12 18 18 12 21 6 60 低気圧

Case1 2002 1 20 12 1 23 12 72 低気圧

Case2 2002 1 26 12 1 29 0 60 低気圧

Case3 2002 4 3 12 4 7 6 90 低気圧

Case4 2002 10 20 12 10 23 18 78 低気圧

3

東 
北

太

平

洋 Case5 2002 11 24 12 11 27 12 72 低気圧

Case1 2003 1 26 6 1 28 12 54 低気圧

Case2 2003 4 7 12 4 9 18 54 低気圧

Case3 2003 5 29 6 6 1 6 72 低気圧

Case4 2003 8 7 0 8 10 0 72 台風

4

南 
海

太

平

洋 Case5 2003 10 11 18 10 14 0 54 低気圧

 

),,,(),,,(),,,('
nmjiCnmjibnmjib ftxXftxSftxS θθθ ×=  (4.1) 

ここに，xi は入射境界の格子点（緯度で 0.5°間隔），tj 

は積分時間ステップ，fm は周波数，θnは方向である．本 

研究では，予備的な検討において，周波数を 5 成分，方

向を 16 成分程度にすると，計算時間も比較的短く，合理

的な値の得られることを確認しており，これらの成分数

を用いることにした． 

同化変数の数は，領域の広さや解析期間にもよるが，

一般的な波浪推算では数百万～数千万個と膨大な個数に

及ぶため，コンピュータでの演算はメモリ容量と演算時

間の両面において非常に困難である．そこで，東北太平

洋を対象として，いくつかの同化変数に共通のコントロ

ール変数を用いて推算精度に影響が及ばないかというこ

とについて検討を行った．対象とした擾乱は，表-4.2 に

は掲載されていない 2000 年 7 月 7 日～10 日である．そ

の結果，コントロール変数の数を時間に関して 1/6 に減

ずる（10 分間隔から 1 時間間隔に間引く）と，図-4.2(a)

に示すように，擾乱のピーク付近の再現が難しく，波高

は過小評価されることが分かった．また，方向分割数は

16 とし，いくつかの周波数成分に共通のコントロール変

数を用いて，コントロール変数の数を 1/5 に減じても，

図-4.2(b)に示すように，推算精度に及ぼす影響は小さか

った． 
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以上のことを踏まえて，以下の検討では，周波数成分

をまとめて 5 成分のコントロール変数にした． 

 

4.2 評価関数の選択 

評価関数で用いる背景誤差共分散行列の非対角成分

は一般に 0 ではなく，そこにある相関を何らかの方法で

考慮する必要がある．各時刻のスペクトル境界値を同化

する場合にも，背景誤差共分散行列の非対角成分は，一

般に距離と時間の関数としての相互相関を考慮する必

要がある．ところが，コントロール変数は数百万個あり，

このような場合に背景誤差共分散行列の逆行列を求め

ることは，コンピュータの演算時間や記憶容量の面から

実用的ではない． 

そこで，本研究では，背景誤差共分散行列には対角成

分のみを考慮することとし，気象庁(1997)に倣って，こ

の対角成分には統計的に推定した背景誤差分散の逆数を

与えた．また，観測誤差は地点ごと，観測ごとに独立で

あると仮定し，観測誤差行列でも対角成分のみを考慮し

た．その対角成分には，統計的に推定した観測誤差分散

の逆数を与えた． 

 

4.3 データ同化に用いる観測データの前処理 

本研究の波浪推算では，緯度・経度に 0.5°間隔で 6

時間間隔の ECMWF の風データを用い，各時間ステップ 

 

 
 

(a) 時間に関して同化変数を 1/6 にした場合 

 

 
 

(b) 周波数に関して同化変数を 1/5 にした場合 

図-4.2 東北太平洋領域で同化したときの有義波高 

の各計算格子における風は 6 時間間隔の値を直線的に内

挿したものを用いた．波浪推算で再現できる現象はこの

風の時空間スケールの粗さに依存し，風よりも小さな時

空間スケールの波浪現象を再現することは難しい．その

一方で，データ同化に用いる波浪は 2 時間ごとに観測さ

れている． 

図-4.3 は山陰日本海の case5 の結果の一部を示したも

のである．第一推定値（データ同化しない通常の波浪推

算値）には，観測値に見られるような短時間の変動まで

再現されていない．ところが，同化をすることによって

最終推定値には短時間の変動が含まれ，観測値に近い値

が得られている．すなわち，波浪推算モデルと入力情報

である風データからは再現不可能な変動成分（数値モデ

ルから見ると再現不可能な誤差成分）まで同化している

可能性がある． 

そこで本研究では，2 時間ごとに観測された有義波高

の時系列データに 5～9 時間の移動平均を施して平滑化

し，波浪推算で再現可能な有義波高の時系列データに対

してから同化を行うことにした． 

 

4.4 非線形項を考慮した評価関数の最小化 

表-4.2 に示した case の中には，評価関数の最小値探索

において繰り返し計算が収束しない，すなわち最適解が

見つからないケースが散見された．その例として，図-4.4

に東北日本海領域の case3（2003 年 11 月 22 日 16 時）の

結果を示す．(b)の非線形を考慮した最終推定値は，(a)

の第一推定値に比べて，西側の境界上で波高が局所的に

高くなっている．これは，波浪推算モデルの非線形項に

よって評価関数が 2 次を超える関数になり，最小値探索

の繰り返し計算が誤った局所的最小値に陥ったためであ

ると考えられる．波浪推算モデルが線形であれば評価関

数は 2 次関数となるため，大局的な収束も保証されて最 

 

 

 

図-4.3 山陰日本海領域 case5 の有義波高 
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            (a)第一推定値     (b)最終推定値（非線形）    (c)最終推定値（線形） 

図-4.4 東北日本海領域 case3 のデータ同化前後の有義波高(m)の比較 

 

適解に到達する．波浪推算モデルでは非線形相互作用項

を除くと線形であり，非線形相互作用の項を省略できれ

ば，評価関数の最適解の近似値が得られるはずである． 

本研究では，図-4.1 に示す 4 つの狭領域を対象として

いる．広領域の波浪推算で非線形相互作用項を無視する

と，波浪の発達段階におけるスペクトルの再現性が良く

ないが，狭領域に限れば非線形相互作用の効果は小さい

と考えられる．そこで，非線形性を考慮した評価関数の

最適解探索で収束解が得られない場合に限っては，狭領

域でも非線形項を省略した波浪推算を行い，評価関数の

大局的な最適解に近づける工夫をした．図-4.4(c)はこの

ような方法で求めた波高分布である．図-4.4(c)および後

述の図-5.1 に示す時系列図においても最終推定値は観

測値に近づいており，適切な処理が行われたものと考え

られる． 

 

5. NOWPHAS観測地点のデータ同化への寄与度 

前章までに述べたデータ同化手法を用いると，各波浪

観測地点が波浪推算の精度向上にどれだけ寄与するかと

いうことも評価することができる．そこで，いくつかの

擾乱を例に NOWPHAS の各観測地点が波浪推算値に及

ぼす影響を検討した． 

 

 

5.1 データ同化の効果の評価 

本研究では，次式で示す，第一推定値と観測値との誤

差分散 Vb，最終推定値と観測値との誤差分散 Va，解析イ

ンクリメント Vinc を評価指標としてデータ同化の効果を

検討した． 

∑
=

−−=
m

i

b
iib mxyV

1

20 )1()(
                 

(5.1) 
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=

−−=
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2 )1()(
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ここに，xi
b は第一推定値（同化前の値），yi

0 は観測値，

xi
aは同化後の推定値である．これらの指標を，データ同

化領域内の全ての観測地点で同化した場合と 1 地点だけ

を除外して同化した場合とで比較し，その除外した地点

の寄与度を調べる．このような方法は Cross Variation 法

といわれている．すなわち，全地点の同化に比べて，1

地点を除いた同化における誤差分散 Va が大きくインク

リメント Vinc が小さくなれば，その除外した地点は波浪

推算の精度向上に大きな影響をもっていると判断される． 
図-5.1 (a)は，東北日本海の case3 について全地点を同

化した場合，(b)は酒田のみを除外して同化した場合の結

果を示す．全地点を同化した場合には，深浦，酒田とも

に同化後の最終推定値は観測値に近づいた．しかし，酒

田を除外すると，酒田の最終推定値は第一推定値からあ 
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(a) 全地点を同化した場合 

 

 
 

(b) 酒田を除外して同化した場合 

図-5.1 東北日本海領域 case3 の同化実験結果 

 

表-5.1 東北日本海領域 case3 の評価結果 

 
 同化条件 Iteration Vb Va Vinc

1 全地点同化 4 3.33 2.39 0.32
2 瀬棚除外 3 3.33 2.39 0.32
3 深浦除外 4 3.33 2.50 0.31
4 秋田除外 3 3.33 2.48 0.30
5 酒田除外 3 3.33 2.72 0.41

 

まり変化しないが，深浦の最終推定値は観測値に概ね一

致するように変化した． 

表-5.1 は同じ case について誤差分散と解析インクリ

メントをまとめたものである．全地点同化の Va に比べ， 

(a) 全地点を同化した場合 
   

 

(b) 酒田を除外して同化した場合 

図-5.2 東北日本海領域 case2 の同化実験結果 
 

表-5.2 東北日本海領域case2の評価結果 

 
 同化条件 Iteration Vb Va Vinc

1 全地点同化 4 2.85 0.97 2.31
2 瀬棚除外 3 2.85 0.97 2.26
3 深浦除外 3 2.85 1.11 2.41
4 秋田除外 3 2.85 1.23 2.57
5 酒田除外 5 2.85 1.47 0.72

 

酒田を除外した場合の Va が最も大きくなっているが，

Vinc も大きくなっている．これは，酒田を除外すること

によって，酒田の推算精度は低下したが，深浦では逆に

推算精度が向上したことによるものである． 
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 表-5.3 Cross Variation 検討結果（5 事例平均） 

 

(a) 東北日本海 
 同化条件 ΔVaS ΔVincS 
1 瀬棚除外 0.00 0.00 
2 深浦除外 0.02 0.01 
3 秋田除外 0.04 0.02 
4 酒田除外 0.11 -0.13 

 

(b) 山陰日本海 
 同化条件 ΔVaS ΔVincS 
1 柴山除外 0.01 0.03 
2 鳥取除外 0.01 0.03 
3 浜田除外 0.06 -0.05 

 

(c) 東北太平洋 
 同化条件 ΔVaS ΔVincS 
1 むつ小川原除外 0.00 0.00 
2 八戸除外 0.00 0.00 
3 久慈除外 0.00 0.00 
4 石巻除外 0.00 0.00 
5 仙台新港除外 0.02 -0.01 
6 相馬除外 0.03 -0.05 
7 小名浜除外 0.01 -0.03 
8 常陸那珂除外 0.03 -0.05 
9 鹿島除外 -0.01 0.02 

 

(d) 南海太平洋 
 同化条件 ΔVaS ΔVincS 
1 潮岬除外 0.00 0.00 
2 室津除外 0.00 0.00 
3 高知除外 0.00 0.00 
4 上川口除外 0.00 0.00 
5 細島除外 － － 

 

図-5.2 と表-5.2 は酒田の観測値を除外することで，

Vaが大きく，Vincが小さくなった例である．この例では，

酒田の観測値を除外すると，酒田だけでなく秋田など他

の地点でも波浪推算の精度が低下する． 

 

5.2 データ同化の効果の評価の基準化 

前節で述べたように，波浪推算の精度向上に対する各

波浪観測地点の寄与度は，誤差共分散 Vaと解析インクリ

メント Vinc の組合せによって評価することができた．と

ころが，その値は擾乱によって異なるため，複数の擾乱

に対して総合的に評価する場合にはこれらの評価指標を

基準化する必要がある． 

そこで本研究では，それぞれの擾乱において，1 地点

のみ除いた同化と全地点の同化におけるVaとVincの差を

求め，Vbによって基準化してみた． 

表-5.4 寄与度の高い観測地点 

 

  第 1 位 第 2 位 第 3 位 
東北日本海 酒田 秋田 深浦 
山陰日本海 浜田 － － 
東北太平洋 相馬，常陸那珂 小名浜 
南海太平洋  －  － －  

 

b
n

a
n

aaS VVVV /)( 1 −=∆ −        (5.4) 

b
n

inc
n

incincS VVVV /)( 1 −=∆ −        (5.5) 

表-5.3 は，表-5.2 に示した 5 つ擾乱に対する基準化誤

差 aSV∆ と基準化インクリメント incSV∆ の平均値を示す．

aSV∆ が正で大きく， incSV∆ が負で小さい場合に（表中の

ハッチングの部分），データ同化における観測地点の寄与

が大きいと判断される．各領域における特徴をまとめる

と，以下の通りである． 

① 東北日本海領域： 酒田では aSV∆ と incSV∆ の両方

の指標が寄与度の高いことを示している．秋田と

深浦は aSV∆ だけが寄与度の高いことを示してい

る． 

② 山陰日本海領域： 浜田で両方の指標が寄与の高

いことを示している．柴山や鳥取の寄与度は浜田

より小さい． 

③ 東北太平洋領域： 仙台新港から常陸那珂にかけ

ての 4 地点で，両方の指標が寄与度の高いことを

示している．その中でも相馬と常陸那珂の寄与度

が高い． 

④ 南海太平洋領域： 寄与度の高い地点はなかった．

細島を除外した場合に評価関数が収束せず推算値

が求められなかった． 

また，表-5.4 は，表-5.3 に基づいて，各領域でデータ同

化への寄与が大きい地点を示す． 

ところで，南海太平洋領域では寄与度の高い地点がな

いという結果が得られた．その理由の一つとしては，本

研究で用いた波浪推算の空間分解能が不十分なことが考

えられる．この領域の波浪観測地点の多くは，岬などに

よる遮蔽を比較的受けやすいところにある．このような

波浪観測地点のデータを同化に用いるためには，あらか

じめ浅海波浪変形計算を行って遮蔽，浅水変形，屈折の

効果を何らかの形でモデルに反映できるようにしておく

必要がある． 
 

6. 結論 

本研究ではまず，WAM-C5 を用いて矩形海域でモデル

パラメタを同化させる数値実験を行った．その結果，背
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景誤差項を省略しても評価関数を最小化することができ，

観測値と一致する推算値を得ることができた． 

次に，この波浪推算モデルをベースに，スペクトル境

界値を同化変数とし，4 次元変分法(adjoint 法)でデータ同

化を行うモデルを構築するとともに，矩形海域でこのモ

デルの基本的な特性を調べた．その結果，背景誤差項を

考慮しないと評価関数を最小化できなかった．スペクト

ル境界値を同化変数にすると変数が非常に多くなること

が，その原因として考えられる．データ同化に用いる観

測値の地点数が多く，時間間隔が短いほど，データ同化

の効果は高くなった．また，評価関数に用いる背景誤差

共分散行列には非対角成分も考慮することが望ましいが，

観測値が十分にあって評価関数の最小化が安定している

場合には非対角成分を無視することができることも分か

った． 

最後に，日本沿岸の4つの実海域で5つの擾乱に対し，

NOWPHAS の観測値を用いてデータ同化をした波浪推

算を行った．そして，各地点の観測値が推算値に及ぼす

影響度を評価した． 

 

7.おわりに 

 

本研究では，スペクトル境界値を同化変数とするデー

タ同化型波浪推算モデルを構築するとともに，日本周辺

の 4 つの海域における 5 つの擾乱を対象として各波浪観

測地点の波浪推算値に対する寄与度の評価を試みた．こ

れらの検討を通じて，波浪推算のデータ同化に関する基

本的な技術を構築することができた．今後は，さらに多

くの擾乱を対象とした検討を行うとともに，データ同化

型波浪推算モデル自体も効率的で精度の良いものに改良

していく必要がある．また，本研究では，既に発生した

波浪を精度良く追算するという観点からデータ同化の数

値実験を行ったが，この技術をリアルタイムな波浪予測

にも活用するための検討も必要であると考える． 

（2006年2月10日受付） 
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記号表 

 

a ；距離 0 における誤差分散 

b ；半値距離（誤差相関が 1/2 になる距離）(m) 
B ；背景誤差共分散行列 
Bin ；Miles の不安定機構に関する係数 

disC  ；エネルギー消散項の定数 

gC  ；スペクトルの成分波の群速度 (m/s) 

nlC  ；離散相互作用近似法による結果が厳密解と合

  うように調節した無次元定数 

0C  ；周波数比率 

c  ；位相速度 (m/s) 

d  ；水深 (m) 

d ；収束計算の降下方向のベクトル 

E  ；波浪スペクトル(m2/s) 

E  ；波浪スペクトルの全エネルギー(m2) 
f  ；周波数 (1/s) 

hff  ；高周波限界 (1/s) 

maxf  ；最大周波数 (1/s) 

minf  ；最小周波数 (1/s) 

PMf  ；PM スペクトルのピーク周波数 (1/s) 
g ；重力加速度 (m/s2) 
H   ；演算子  

H  ；平均波高 (m) 
3/1H  ；有義波高 (m) 

h  ；海面からの高さ (m) 

J  ；評価関数 
k  ；波数 ( /m) 
k ， ak ；波数ベクトル 

nM  ；数値離散行列 

0m  ；スペクトルの０次モーメント(m2) 

nN  ；残差行列 

n  ；時間ステップ数 

in  ；波の作用密度 (m3/s2) 

p ；収束の次数 
Q  ；スペクトル成分の結合係数 

R  ；地球の半径 (m) 
R ；背景誤差共分散行列 
S  ；エネルギーソース関数 

)( fS  ；周波数スペクトル (m2/s) 

bfS  ；底面摩擦によるエネルギー消散項 

disS  ；砕波や海底摩擦などのエネルギー消散項 

inS  ；風から波へのエネルギー輸送項 

nlS  ；非線形相互作用によるエネルギー輸送項 

t  ；時間 (s) 

U  ；風速 (m/s) 

U* ；摩擦速度 (m/s) 

10U  ；海面上 10m の風速 (m/s) 

X  ；パラメタ 

x ；空間座標 

x ；同化変数のベクトル 

0z  ；粗度長 (m) 

 
>< f  ；平均周波数 (1/s) 
>< k  ；平均波数 (1/m)  

>< ω  ；平均角周波数 (rad/s) 

 

E∆  ；スペクトルの増分量 

T∆  ；時間差 (s) 
t∆  ；時間間隔 (s) 

x∆  ；緯度増分（直交座標系）(deg) 
bx∆  ；第一推定値の誤差 

y∆  ；経度増分（直交座標系）(deg) 
0y∆  ；観測誤差のベクトル 

θ∆  ；波向の格子幅 (deg) 

λ∆  ；経度増分（球面座標系）(deg) 
φ∆  ；緯度増分（球面座標系）(deg) 

ω∆  ；角周波数格子幅 (rad/s) 

 

α  ；定数 

β  ；係数 

mβ  ；Miles の定数 

dγ  ；砕波によるエネルギー減衰率 

nlγ  ；相互作用曲線を表すパラメタ 

nlSδ  ；非線形エネルギー伝達の単位時間あたりの変 

  化量 

ε  ；大気と水との密度比 

1ε  ；許容値 

2ε  ；許容値 

θ  ；波向 (deg) 

κ  ；カルマン定数 

Λn ；対角行列 

λ  ；経度 (deg) 

nlλ  ；DIA 近似におけるパラメタ 

µ  ；無次元臨界高さ (m) 

aρ  ；大気の密度 (kg/m3) 
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wρ  ；海水の密度 (kg/m3) 

jv  ；平均群速度 (m/s) 

τ  ；海面波上の大気流れの応力 

wτ  ；波の誘発応力 

φ  ；緯度 (deg) 

Φ  ；エネルギーフラックス 
ϕ  ；風向 (deg) 

ω  ；角周波数 (rad/s) 

Ω m ；パラメタ 
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